
庁      議  

              日時：１月２１日（金）ＡM８：３０ ＜庁議室＞ 

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

【市長挨拶】 

 

 

 

 

【協議事項】 

１ 太田市個人情報保護条例の一部改正について 総務部長 

２ 太田市特別会計条例の一部改正について 総務部長 

３ 太田市市税条例の一部改正について 総務部長 

４ 太田市生涯学習センター条例の一部改正について 市民生活部長 

５ 太田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部  福祉こども部長 

改正について  

６ 太田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を  福祉こども部長 

定める条例の一部改正について  

７ 太田市国民健康保険税条例の一部改正について 健康医療部長 

８ 太田市介護保険条例の一部改正について 健康医療部長 

９ 太田市市民農園条例の一部改正について 農政部長 

10 市道路線の廃止及び認定について 都市政策部長 

11 群馬県市町村総合事務組合の規約変更に関する協議について 消防長 

12 太田市教育振興基金条例の一部改正について 教育部長 

13 太田市学校教育センター条例の制定について 教育部長 

14 太田市学校適正規模及び適正配置審議会条例の制定について 教育部長 

15 損害賠償の額の決定及び和解についての専決処分について         産業環境部長 

 

 

【連絡事項】 

１ 令和３年度太田市一般会計補正予算（第８号）についての専決処分について 総務部長 

２ 令和３年度版 太田市の公共施設の現状について 総務部長 

 

 

【その他】 

１ ３月定例会日程表等について                      議会事務局長 

 

 

 
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

◆ 次回庁議予定 ◆２月２日（水）ＡM８：３０～  ＜庁議室＞ 案件名報告：１月２１日 (金)PM5:00 
                                   資 料 提 出：１月２６日 (水)PM5:00 



   １月 ２１日 庁議提出案件           資料No.１  
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

               総務部長 氏名 髙島 賢二  内線（TEL）２３００  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

  太田市個人情報保護条例の一部改正について 

 

 

【 目 的 】 

  デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令和３年法律第３７号。

以下「デジタル社会形成整備法」という。）により独立行政法人等の保有する個人情報の保

護に関する法律（平成１５年法律第５９号。以下「独立行政法人等個人情報保護法」という。）

が廃止されることに伴い、条例で引用する法律の規定について、改正を行うものです。 

 

【 概 要 】 

 １ 改正内容 

   太田市個人情報保護条例第２条第４号ウに規定する「独立行政法人等」の定義について、

現行では独立行政法人等個人情報保護法第２条第１項の規定を引用していますが、デジタ

ル社会形成整備法により独立行政法人等個人情報保護法が廃止されることから、引用条文

を改めるものです。 

改正後の引用条文は、デジタル社会形成整備法による一部改正により、「独立行政法人

等」の定義が新設される、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第２

条第９項とします。 

なお、新たに引用する規定は、現在引用している独立行政法人等個人情報保護法第２条

第１項の規定と同じ内容となっています。 

 

 ２ 施行日  

デジタル社会形成整備法の規定のうち、独立行政法人等個人情報保護法の廃止及び個人

情報保護法の改正に係るものの施行期日が令和４年４月１日であるため、条例の施行日を

令和４年４月１日とします。 

 

 ３ その他 令和４年３月定例会に議案提出予定です。 

 

 

【 備 考 】 

 

＊ 問い合わせ先 総務部 総務課 法制係 内線２３１４ ４７－１８１５ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



１月２１日 庁議提出案件             資料No.２ 
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

                 総務部長 氏名 髙島 賢二 内線 2300 

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

【 表 題 】 

太田市特別会計条例の一部改正について 

 

【 目 的 】 

住宅新築資金の元利償還が令和３年度をもって終了することにより、太田市住宅新築資金等

貸付特別会計を廃止するため、当該特別会計条例の一部を改正するものです。 

 

 

 

 

【 概 要 】 

１ 改正内容 

  太田市住宅新築資金等貸付特別会計を廃止するため、当該特別会計条例第１条第１号を削

除します。 

 

２ 施行期日 

  令和４年４月１日 

 

３ その他 

  令和４年３月定例会に提案予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 備 考 】 

 

＊ 問い合わせ先 総務部 財政課 財政係 内線2331 ４７－１８１６ ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



 １月２１日 庁議提出案件            資料No.３  

●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

               総務部長 氏名 髙島 賢二   内線（TEL）2300  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

【 表 題 】 

   太田市市税条例の一部改正について 

 

【 目 的 】 

   「市民税（個人及び法人）・固定資産税・特別土地保有税」の減免の申請期限の見直し（要件

緩和）に係る所要の改正を行うものです。  

   

【 概 要 】 

１ 改正内容 

上記税目の減免の申請期限につきましては、本市では「納期限前７日まで」と規定していると

ころですが、減免を受けようとする者の利便性の向上を図るため、総務省による市町村税条例

（例）改正通知（平成 27 年 3 月）において減免の申請期限が「納期限前 7 日まで」から「納期限

（前○日）まで」に改められていることに倣い、現行の「納期限前７日まで」を「納期限まで」に改

めるものです。 

   なお、改正の該当条文は次のとおりです。 

・  市民税（個人及び法人）   第５１条第２項 

・ 固定資産税          第７１条第２項 

・ 特別土地保有税       第１３９条の３第２項 

 

 

２  施行期日   

令和４年４月１日 

 

３  その他   

 令和４年３月定例会に議案を提出する予定です。 

   

 

 

 

＊ 問い合わせ先    総務部 市民税課 諸税係         内線2391 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ47-1931 

                     資産税課 管理・償却資産係  内線2361 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ47-1933 



１ 月 ２１ 日 庁議提出案件 資料No.４
●内 容 【 1.協議事項 】

○公 開 【 1.可 】

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】

市民生活部長 氏名 石坂 之敏 内線２４００

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

【 表 題 】

太田市生涯学習センター条例の一部改正について

【 目 的 】

本条例改正は、別表第２（第１０条関係）世良田生涯学習センターの施設使用料に関して

一部料金の改正をするものです。料金改正を行う研修室３は、パソコンを使った研修を目的

としてデスクトップ型パソコンが常設されていましたが、新しいパソコンの入れ替えは行わ

ず撤去され、研修室１・２と同様の扱いとなるため、使用料を改めるものです。

【 概 要 】

１ 改正内容

太田市生涯学習センター条例（平成１７年太田市条例第１３０号）の一部を次のように

改正するものです。

別表第２のその１施設の使用料、研修室３の項中「１，４００円」を「６００円」に、

「１，５００円」を「８００円」に改めるものです。

２ 施行期日

令和４年４月１日

３ その他

令和４年３月定例会に議案提出予定です。

【 備 考 】

＊ 問い合わせ先 市民生活部 尾島行政センター 住民サービス係 ５２－８８６２



 １月 ２１日 庁議提出案件           資料No.５     
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

○広報掲載【  2．予定なし】 

              福祉こども部長 氏名 石塚 順一  内線（TEL）２５００  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

  太田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正について 

 

【 目 的 】 

  児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３４条の１６第２項に基づき、厚生労働省令

で定める家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準(平成２６年厚生労働省令第６１号。

以下「基準省令」という。)の一部を改正する省令（令和３年厚生労働省令第５５号）が公

布されたことに伴い、基準省令を踏まえ定めている太田市家庭的保育事業等の設備及び運営

に関する基準を定める条例について、所要の改正を行うものです。 

 

【 概 要 】 

 １ 改正内容 

（１）第５０条（電磁的記録）の追加 

 家庭的保育事業者等の事務負担軽減等を図る観点から、家庭的保育事業者等における

諸記録の作成、保存等について、原則として電磁的記録による対応を認めることとする

ための規定の整備をしようとするものです。 

（２）その他所要の規定の整備をしようとするものです。 

 

２ 施行期日 

 公布の日 

 

 ３ その他 

 令和４年３月定例会に議案を上程する予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先 福祉こども部 こども課 施設管理係 内線3131 47－1830 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



 １月 ２１日 庁議提出案件           資料No.６    
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

○広報掲載【  2．予定なし】 

              福祉こども部長 氏名 石塚 順一  内線（TEL）２５００  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

  太田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一

部改正について 

 

【 目 的 】 

  子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第４６条第３項に基づき、内閣府令で

定める特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の

運営に関する基準(平成２６年内閣府令第３９号。以下「基準府令」という。)の一部を改正

する府令（令和３年内閣府令第５３号）が公布されたことに伴い、基準府令を踏まえ定めて

いる太田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例に

ついて、所要の改正を行うものです。 

 

【 概 要 】 

１ 改正内容 

（１）第５条第２項から第６項までを削る 

・内容及び手続の説明並びに同意に関する電磁的方法による規定について、第５３条に

より電磁的方法による包括的な規定がされたことにより削るものです。 

（２）第５３条（電磁的記録）の追加 

・特定教育・保育施設等の事務負担軽減等を図る観点から、特定教育・保育施設等にお

ける諸記録の作成、保存等について、原則として電磁的記録による対応を認めることと

するための規定の整備をしようとするものです。 

・特定教育・保育施設等を利用する保護者の利便性向上や特定教育・保育施設等の業務

負担軽減等の観点から、保護者への説明等のうち、書面等で行うもの及び書面等で行う

ことが想定されているものについて、電磁的記録による対応を認めることとするための

規定の整備をしようとするものです。 

（３）その他所要の規定の整備をしようとするものです。 

 

２ 施行期日 

 公布の日 

 

 ３ その他 

 令和４年３月定例会に議案を上程する予定です。 

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先 福祉こども部 こども課 施設管理係 内線3131 47－1830 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



１月２１日 庁議提出案件              資料No.７  
●内 容 【 1.協議事項  】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会、委員会協議会後 】 

 

              健康医療部長 氏名 楢原 明憲 内線3400  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

【 表 題 】 

  太田市国民健康保険税条例の一部改正について 

 

【 目 的 】 

１ 少子化対策の観点から子育て世代の経済的負担を軽減するため、未就学児（小学校入学 

前のこども）に係る国民健康保険税の医療分、支援分の均等割額について、２分の１を

減額する地方税法第７０３条の５の改正に伴い、関係条文を改正するものです。 

 

２ 国民健康保険税の減免申請期限の見直し（要件緩和）に係る所要の改正を行うものです。 

 

【 概 要 】 

１ 改正内容 

（１）未就学児の均等割額の減額（第２８条第２項の追加） 

区分 均等割額 軽減なし世帯 ７割軽減世帯 ５割軽減世帯 ２割軽減世帯 

医療分 25,000 12,500 3,750 6,250 10,000 

支援分 10,600 5,300 1,590 2,650 4,240 

   

（２）減免申請期限の改正（第３０条第２項、附則第２０項の改正） 

国民健康保険税の減免申請期限について、減免を受けようとする者の利便性の向上を

図るため、「納期限７日前まで」から「納期限まで」に改正します。 

 

（３）その他の改正（第７条、附則第５項から第７項及び第９項から第１６項） 

    地方税法第７０３条の５に第２項、国民健康保険税条例第２８条に第２項がそれぞれ

追加されたことに伴い、関係条文を改正します。 

 

２ 施行期日  令和４年４月１日 

 

３ その他  令和４年３月定例会に議案を提出する予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先  健康医療部 国民健康保険課 保険係 内線2565 47－1825ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



 １月２１日 庁議提出案件            資料No. ８   

●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

              健康医療部長 氏名 楢原 明憲  内線３４００   

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

   太田市介護保険条例の一部改正について 

 

 

 

【 目 的 】 

介護保険料の徴収猶予及び減免の申請期限の見直し（要件緩和）に係る所要の改正を行

うものです。  

 

 

 

【 概 要 】 

 １ 改正内容 

 （１）徴収猶予申請期限の改正（第１５条第２項の改正） 

    介護保険料の徴収猶予申請期限について、徴収猶予を受けようとする者の利便性

の向上を図るため、「納期限７日前まで」から「納期限まで」に改正します。 

 

（２）減免申請期限の改正（第１６条第２項、第１６条の２第２項、附則第５条第３項の改正） 

介護保険料の減免申請期限について、減免を受けようとする者の利便性の向上を

図るため、「納期限７日前まで」から「納期限まで」に改正します。 

 

 ２ 施行期日 令和４年４月１日 

 

 ３ その他  令和４年３月定例会に議案を提出する予定です。 

 

 

 

 

 

【 備 考 】 

＊問い合わせ先  健康医療部  介護サービス課  介護保険料係  内線2551 47-1948 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



 １ 月 ２１ 日 庁議提出案件             資料No.９  
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

              農政部長 氏名 田村 武磨  内線（TEL）２０－９７１４  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

  太田市市民農園条例の一部改正について 

 

【 目 的 】 

  太田市市民農園４箇所のうち「木崎第二市民農園」を閉園すること、及び「木崎第一市民 

農園」の一部の土地を返還することに伴い、所要の改正を行うものです。 

 

【 概 要 】 

 １ 主な改正内容 

「木崎第二市民農園」は地権者より土地返還の申し出があり、令和４年３月３１日を

もって閉園することとなりました。このことに伴い、当該条例の「木崎第二市民農園」

に係る項目の削除及び関連する条文の一部を改めるものです。 

また、「木崎第一市民農園」の地権者より、令和４年３月３１日をもって一部の土地

について返還の申し出がありましたので、該当する地番を削除するものです。 

 

２ 施行予定日 

    令和４年４月１日 

 

 ３ その他 

    令和４年３月定例会に議案として提出予定です。 

 

 

 

 

 

【 備 考 】 

 

＊ 問い合わせ先  農政部 農業政策課 地産地消推進係  外線 0276-20-9714 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



１月２１日 庁議提出案件 資料№１０
●内 容 【 1.協議事項 】

○公 開 【 1.可 】

○公開時期 【 2.委員会・委員会協議会後 】

都市政策部長 氏名 齋藤 貢 内線（TEL）2800

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

【 表 題 】

市道路線の廃止及び認定について

【 目 的 】

公共事業及び民間開発等に伴う市道路線の廃止及び認定について、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第８条第２項の規定により、議会の議決を求めることを報告するものです。

【 概 要 】

１ 路線内訳（路線名、路線延長）

廃止路線 太田龍舞沼ノ上８８３号線 ほか１０路線 延長１,６４１ｍ

認定路線 太田飯塚町１４２９号線 ほか３０路線 延長２,２５２ｍ

２ そ の 他 道路法第８条第２項の規定により、令和４年３月定例会に議案を提出する予定

です。

【 備 考 】

＊ 問い合わせ先 都市政策部 道路整備課 路政係 内線2713 47－1835ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ



１月２１日 庁議提出案件 資料No.１１
●内 容 【 1.協議事項 】

○公 開 【 1.可 】

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】

消防本部 消防長 櫻井 修一 TEL 33-0200

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

【 表 題 】

群馬県市町村総合事務組合の規約変更に関する協議について

【 目 的 】

消防団員公務災害補償、退職手当支給及び消防職団員の賞じゅつ金支給等の福利厚生事務

について太田市が加入し共同処理している、群馬県市町村総合事務組合の規約変更に関する

協議について、３月定例会へ議案提出するものです。

【 概 要 】

下記の事由により、当該事務組合の規約の変更が生ずることによるものです。

記

１ 規約改正内容

（１）当該組合の組織団体である桐生地域医療組合（桐生市及びみどり市で組織）が、

組織団体として残りながら令和４年３月３１日をもって別表第２の１の項の事務

（常勤の職員に係る退職手当支給事務）の共同処理を終了するため、文言整理を行

うとともに、別表第２の１の項から桐生地域医療組合を除く。

（２）令和４年４月１日から邑楽館林医療事務組合（館林市、板倉町、明和町、千代田

町、大泉町及び邑楽町で組織）の名称が邑楽館林医療企業団に変更されるため、別

表第１及び別表第２の５の項中、邑楽館林医療事務組合を邑楽館林医療企業団に変

更する。

２ 上記１（１）の改正規定については令和４年３月３１日から、（２）については、

同年４月１日から施行予定

※ 根拠法令：地方自治法第２８６条第１項、同第２９０条（裏面参照）

※ 太田市の共同処理内容：消防団員の公務災害補償事務、退職手当支給事務及び消防

職団員の賞じゅつ金の支給事務等

【 備 考 】

問い合わせ先 消防本部 消防総務課 総務係 33－0200 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ



  １月 ２１日 庁議提出案件          資料No.１２  
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

              教育部長 氏名 春山 裕（TEL）20-7080  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

太田市教育振興基金条例の一部改正について 

 

 

【 目 的 】 

基金積立てを条件として旧太田市立太田東小学校財産処分承認を得たことに伴い、太田市

教育振興基金条例（平成１７年３月２８日条例第１０４号）の一部を改正するものです。 

旧太田市立東小学校は昭和５４年に国庫補助を受け建設しました。処分制限期間（校舎RC

造６０年）内に補助目的以外に使用する場合、財産処分承認が必要です。今回、民間学校へ

有償貸与することとなり、国庫納付は不要であるが１年以内に基金を設置し、国庫納付金相

当額以上を積み立てることを条件として承認を得ております。その積立てをするため、条例

の一部を改正するものです。また、条文中の整合性を図るため字句の修正を行います。 

 

【 概 要 】 

 １ 改正内容 

第2条中の積立て対象に「指定寄附金」のほか「その他の予算で定める額」を加える。

第 5条中「繰越し」を「繰戻し」に改める。 

 

 ２ 新旧対照表 

   別紙のとおり 

 

３ 施行期日 

 公布の日 

 

 ４ その他 

  令和４年３月定例会に議案提出する予定です。 

 

【 備 考 】 

 

＊ 問い合わせ先   教育部 学校施設管理課 施設整備係 ２０-７０８１ ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

 



 １月２１日 庁議提出案件          資料No.１３       
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

              教育部長 氏名 春山  裕 （TEL）20-7084  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

 

    太田市学校教育センター条例の制定について 

 

【 目 的 】 

 

   本市における教育の充実及び振興を図るため学校教育センターを設置しております

が、設置目的や管理運営に関すること等について明確にするため、本条例を制定する 

ものです。 

 

【 概 要 】 

 

  １ 条例の主な内容   

     設置（第１条）、管理運営（第２条）、職員（第３条）、事業（第４条）、 

委任（第５条） 

 

  ２ 学校教育センターでの業務予定 

     ・第２ふれあい教室（不登校児童生徒対応） 

     ・プレクラス（外国人児童生徒指導） 

     ・バス管理センター（スクールバス等） 

 

  ３ 施行日 

     令和４年４月１日 

 

  ４ その他 

     ３月定例市議会に提案予定 

      

 

 

【 備 考 】 

 

＊ 問い合わせ先 教育部 学校教育課 管理係 内線 ２０－７０８４ ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



 

 １月２１日 庁議提出案件          資料No.１４ 

●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

              教育部長 氏名 春山 裕  （TEL）２０－７０６５   

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

【 表 題 】 

  太田市学校適正規模及び適正配置審議会条例の制定について 

 

【 目 的 】 

少子化に起因する児童生徒数の減少によって、学校の小規模化の進行が見込まれる中で、

児童生徒により良い教育環境を整備し、質の高い教育を維持継続するために、本市における

適正な学校規模や学校配置のあり方について審議を行う審議会を設置すべく、本条例を制定

するものです。 

 

【 概 要 】 

 １ 主な制定内容 

所掌事務（第２条） 

     教育委員会の諮問に応じて、小中義務教育学校の適正規模及び適正配置に関する事

項を調査審議し、その結果を答申するものとします。 

   組織（第３条） 

     委員は１０人以内とし、学識経験者、校長、保護者、区長等のうちから教育委員会

が委嘱します。 

任期（第４条） 

     委嘱の日から２年とします。 

 

   附則において、太田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の

一部改正を行い、委員報酬を定めます。 

 

 ２ 施行日 

令和４年４月１日 

 

 ３ その他 

   令和４年３月定例会に議案提出予定 

 

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先   教育部 学校教育課 企画係  外線２０－７０６５ 



１月２１日 庁議提出案件 資料No.１５
●内 容 【 1.協議事項 】

○公 開 【 1.可 】

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】

産業環境部長 氏名 飯塚 史彦 内線２６００

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

【 表 題 】

損害賠償の額の決定及び和解についての専決処分について

【 目 的 】

太田市新田緑のリサイクルセンターにおいて発生した事故に関し、損害賠償の額を定め、

和解することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定に

より専決処分をしたので、報告するものです。

【 概 要 】

１ 太田市新田緑のリサイクルセンターにおいて発生した事故による損害賠償表

２ 本件に関し、市と相手方との間には、上記に記載のほか一切の債権債務関係がないことを

相互に確認しました。

３ 損害賠償金の支払いについては、賠償金にて対応します。

４ その他 地方自治法第１８０条第２項の規定により、令和４年２月の都市産業委員会協議

会へ報告します。

【 備 考 】

＊ 問い合わせ先 産業環境部 清掃事業課 管理係 ３１－８１５３ ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ

専決処分日
損害賠償の額

（損害額）

市過失

割合
事故概要

１ 令和４年１月１８日 １４８，６３２円 １０割

令和３年１２月２１日、太田市新田

緑のリサイクルセンターにおいて、

職員が重機を操作してトラックの荷

台に積まれたせん定枝をつかんで下

ろす作業をしていたところ、荷台左

側面のアオリが上がったままである

ことに気付かず、誤ってせん定枝と

ともにこれをつかんだことにより、

当該トラックが損傷し、その所有者

である相手方に損害を与えたもので

す。



１月２１日 庁議提出案件             資料No.１ 

●内 容 【 2.連絡事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 1.庁議後 】 

 

              総務部長 氏名 髙島 賢二  内線（TEL）２３００  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

 令和３年度太田市一般会計補正予算（第８号）についての専決処分について 

 

【 目 的 】 

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、国の「コロナ克服・新時代開拓のため

の経済対策」において、様々な困難に直面した方が速やかに生活・暮らしの支援を受けられ

るよう住民税非課税世帯及び当該世帯と同様の事情にあると認められる世帯（R03年度任意の

1か月の収入から換算される年収見込が市民税均等割非課税相当以下）に対して、1世帯あた

り10万円の給付金を支給する「住民税非課税世帯等臨時特別支援事業」にかかる経費を予算

計上し、本年度一般会計補正予算（第８号）を専決処分したことについて報告するものです。 

 

【 概 要 】 

 １ 補正額 2,635,722千円  補正後予算額 92,622,037千円 

 

  【歳入】 ＊すべて国庫補助金で一般財源の追加なし 

     15款2項2目1節12細節 

          子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金               2,635,722千円 

 

【歳出】 3款1項1目 

住民税非課税世帯等臨時特別支援事業          

事務費（消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、手数料等） 105,922千円 

住民税非課税世帯等臨時特別給付金               2,529,800千円 

 

［繰越明許費］1件（住民税非課税世帯等臨時特別給付金支給事業） 

 

 ２ 専決処分日（補正予算配当日）  令和４年１月１４日 

 

 ３ 根拠法令 

  ・地方自治法第180条第1項 

  ・市長において専決処分することができる事項の指定について（平成21年3月19日議決）

第２項 

 

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先   総務部 財政課 財政係 内線 ２３３３ ４７－１８１６ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



 １月２１日 庁議提出案件            資料No.２   
●内 容 【 2.連絡事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

               総務部長 氏名 髙島 賢二   内線２３００  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

  令和3年度版 太田市の公共施設の現状について 

 

【 目 的 】 

平成28年6月に策定した「太田市公共施設等総合管理計画」に基づき、将来を見据えた公

共施設のあり方について様々な検討を行うために、これまで公表している「太田市の公共施

設の現状」の令和2年度の運営状況、見直しの状況などの改訂版を作成したものです。 

 

【 概 要 】 

 １ 内容 

  （１）公共施設（建物）の保有状況    

区 分 施設数 棟 数 延床面積 

令和2年度末 532施設 1,475棟 862,925㎡ 

令和元年度末 533施設 1,500棟 864,818㎡ 

増 減 -1施設 -25棟 -1,893㎡ 

                               ※下水道施設を除く 

 

  （２）見直しの実績及び将来計画（別添 冊子5ページ） 

    学校、住宅、公園、小規模施設を除く市民利用がある施設に関する過去の見直しの実

績、将来計画及び対策効果 

 

  （３）主な施設の運営状況（別添 冊子6～151ページ） 

    主要137施設に関する施設の基本情報、令和2年度の運営状況、コスト、簡易評価等 

  

２ 今後の予定  

   総務企画委員会協議会へ報告、市議会議員へ配布。 

太田市ホームページへ掲載し、市民へ公表。 

 

 

【 備 考 】 別添 冊子のとおり 

          ＊ 問い合わせ先  総務部管財課管財係 内線２３８２ 


